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本調査は、企業活動の現状と先行き見通しに対す
る経営者の判断を調査し、経済・財政政策運営の
基礎資料を得ることを目的として、統計報告調整
法に基づく承認統計調査として年４回（２、５、８、１１
月）実施。 

平成１８年５月２５日 

　判断項目／ 
　18年４～６月期及び６月末見込み、 
　18年７～９月期及び９月末見通し、 
　18年10～12月期及び12月末見通し  
　計数項目／ 
　18年度上期実績見込み及び18年度下期見通し 

ＢＳＩの計算法 

例　「貴社の景況」の場合 

回収率 
（％） 

対　象 
企業数 

全　産　業 

製　造　業 

非 製 造 業  

建設業 

情報通信業 

運輸業 

卸売・小売業 

サービス業 

134   
21   

113   
31   
9   
7   

21   
24   

122  
19  

103  
29  
8  
7  

17  
23  

91.0  
90.5  
91.2  
93.5  
88.9  

100.0  
81.0  
95.8  

回　答 
企業数 

（単位：社） 

全産業では「下降」超幅がやや拡大、 
先行きは「上昇」超に転じる見通し 

１８年 
1～3月 
前回調査 

１８年 
4～6月 
現状判断 

１８年 
7～9月 
見通し 

１８年 
１０～１２月 
見通し 

全　産　業 

製　造　業 

非 製 造 業  

建設業 

情報通信業 

運輸業 

卸売・小売業 

サービス業 

食料品製造業 
窯業･土石製品製造業 

7.7

38.1

66.7

50.0

0.0

16.7

11.1

16.7

7.1

9.1

9.9

15.8

11.1

0.0

14.7

41.4

25.0

0.0

0.0

0.0

1.7

26.3

44.4

50.0

2.9

34.5

0.0

14.3

5.9

17.4

6.7

4.8

33.3

25.0

9.6

22.2

22.2

16.7

21.4

18.2

19.2

9.5

50.0

25.0

21.7

5.6

22.2

33.3

7.1

45.5

2.5

31.6

44.4

25.0

2.9

10.3

25.0

0.0

11.8

0.0

貴社の景況判断ＢＳＩ（前期比「上昇」－「下降」社数構成比） 

  １８年４～６月期の貴社の景況判断ＢＳＩをみると、製造業では食料
品などは上昇企業が増加していることから、「下降」超から「上昇」
超に転じている。非製造業では建設などは下降企業が増加してい
ることから、「上昇」と「下降」の均衡から「下降」超となっている。
 この結果、全産業では「下降」超幅がやや拡大している。  

　１８年７～９月期は製造業は「上昇」超幅が拡大し、非製造業は「下降」超幅が縮小することから、全産
業では「上昇」超に転じる見通しとなっている。  
　１８年10～12月期は製造業は「上昇」超幅が拡大し、非製造業は「下降」超幅が横ばいとなることか
ら、全産業では「上昇」超幅がやや拡大する見通しとなっている。 

調査対象企業の範囲 
沖縄県内に所在する資本金1千万円以上の法人企業 
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全産業で現状、先行きとも「不足気味」超 

１８年度は増収見通し 
18年度 

下期 上期 

全　産　業 

製　造　業 

非 製 造 業  

建設業 

情報通信業 

運輸業 

卸売・小売業 

サービス業 

2.8

1.9

2.9

0.4

9.2

3.5

1.7

2.8

3.7

1.5

3.9

7.4

14.2

1.0

2.1

0.2

2.0

2.4

2.0

6.1

3.9

6.0

1.3

5.3

3.6

0.5

4.1

6.0

7.8

4.5

5.6

3.6

18年度 
下期 上期 

全　産　業 

製　造　業 

非 製 造 業  

建設業 

情報通信業 

運輸業 

卸売・小売業 

サービス業 

7.3

2.5

8.9

40.7

14.8

5.9

30.5

3.5

5.1

3.3

5.3

5.5

2.3

4.3

19.7

6.3

13.7

10.2

1.5

5.1

518.5

11.4

36.4

  １８年６月末時点の従業員数判断ＢＳＩをみると、製造業では「不足気味」超から「不足
気味」と「過剰気味」が均衡となっている。非製造業では引き続きサービス、情報通信
が「不足気味」超となっているものの、建設が「過剰気味」超に転じていることから「不
足気味」超幅が縮小している。この結果、全産業では「不足気味」超幅が縮小している。
  

　１８年９月末時点は引き続き製造業は「不足気味」と「過剰気味」が均衡し、非製造業
は「不足気味」超幅が縮小することから、全産業では「不足気味」超幅が縮小する見通
しとなっている。 
　１８年１２月末時点は非製造業は「不足気味」超幅が縮小するものの、製造業は「不足
気味」超になることから、全産業では「不足気味」超幅が拡大する見通しとなっている。 

１８年3月末 
前回調査 

１８年6月末 
現状判断 

１８年9月末 
見通し 

１８年１２月末 
見通し 

全　産　業 

製　造　業 

非 製 造 業  

建設業 

情報通信業 

運輸業 

卸売・小売業 

サービス業 

20.2

14.3

21.7

22.2

33.3

16.7

0.0

31.8

9.1

0.0

10.8

13.8

37.5

14.3

0.0

26.1

6.6

0.0

7.8

10.3

37.5

14.3

5.9

13.0

13.5

14.3

13.3

11.1

44.4

33.3

0.0

22.7

14.4

9.5

15.7

5.6

44.4

33.3

0.0

22.7

7.4

10.5

6.9

13.8

37.5

14.3

11.8

13.0

従業員数判断ＢＳＩ（期末判断「不足気味」－「過剰気味」社数構成比） 

  売上高を前年同期比で見ると、１８年度上期は、製造業、非製
造業とも「増収」とみていることから、全産業では2.0％の「増
収」見込みとなっている。 
　１８年度下期は、製造業、非製造業とも「増収」とみているこ
とから、全産業では3.7％の「増収」見通しとなっている。 
 １８年度通期は、製造業、非製造業とも「増収」とみているこ
とから、全産業では2.8％の「増収」見通しとなっている。  
 

１８年度は増益見通し 

  経常利益を前年同期比で見ると、18年度上期は、製造業、非製
造業とも「増益」とみていることから、全産業では３．５％の「増益」
見込みとなっている。  
　18年度下期は、製造業で「減益」とみているものの、非製造業
で「増益」とみていることから、全産業では７．３％の「増益」見通し
となっている。　  
　18年度通期は、製造業、非製造業とも「増益」とみていること
から、全産業では５．２％の「増益」見通しとなっている。  
 

１８年度は前年度を上回る見通し 

  １８年度の設備投資計画額は、全産業では
64.7％の増加と前年度を上回る見通しと
なっている。  
 

18年度 
下期 上期 

全　産　業 

製　造　業 

非 製 造 業  

情報通信業 

運輸業 

卸売・小売業 

サービス業 

64.7

48.0

78.7

92.8

261.7

22.1

16.6

66.6

64.0

83.8

17.7

28.4

116.3

50.8

62.7

28.8

73.3

492.6

481.9

23.3

3.9

44.0

24.1

53.0

56.4

82.5

0.9

18.5


